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１ 施設の目的 

⑴ 施設の設置目的 

(ｱ)  公営住宅（設置条例は、周南市営住宅条例） 

健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を整備し、これを住宅に困窮する低額

所得者に対して低廉な家賃で賃貸し、又は転貸することにより、国民生活の安定

と社会福祉の増進に寄与することを目的とします。 

(ｲ)  改良住宅（設置条例は、周南市営改良住宅条例） 

当該地区の環境の整備改善を図り、健康で文化的な生活を営むに足りる住宅の

集団的建設を促進し、もって公共の福祉に寄与することを目的とします。 

(ｳ)  特定公共賃貸住宅（設置条例は、周南市特定公共賃貸住宅条例） 

中堅所得者等の居住の用に供する居住環境が良好な賃貸住宅の供給を促進す

るための措置を講ずることにより、優良な賃貸住宅の供給の拡大を図り、もって

国民生活の安定と福祉の増進に寄与することを目的とします。 

 

⑵ 事業者等に求める施設の管理運営や方向性 

市営住宅等の管理業務を行うにあたっては、法律や法令のほか、条例・規則にも細

やかな規定があります。公平な利用と低廉な家賃の住宅を供給していくという観点の

もと、指定管理者には、平等かつ適切なサービスの提供、施設の適切な管理を行って

いただきます。多様化するニーズに効率的に対応するため、行政では気づかないサー

ビスと経費の節減これらの点に注意しながら、民間の経営能力を活用することで、よ

り市民に密着した住宅行政の運営を図りたいと考えています。 

 

２ 施設の概要 

⑴ 施設の名称 

  ・市営住宅等  周南市が管理する、公営住宅、改良住宅および特定公共賃貸住宅 

並びに物置、自転車置場、給水施設などの付帯施設 

  ・共同施設   団地内に設置されている、広場、集会所および駐車場など入居者 

が共同で使用する施設 

⑵ 施設の所在地 

管理の対象となる施設は、下記の市営住宅等及び共同施設で、詳細は市営住宅等団

地施設一覧に示します。（市営住宅等の建設、解体により変動します。） 

また、指定管理者の募集は全団地を一括で行います。 
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⑶ 市営住宅等の戸数等（R3.8.1 現在）※用途廃止住宅を含む 

  （ア）公営住宅・・・・・・・・・・ ２３２棟 ３,５１２戸 

  （イ）改良住宅・・・・・・・・・・・・ ５棟     １８３戸 

  （ウ）特定公共賃貸住宅・・・・・・・・ ７棟    ２８戸           

計（６７団地） ２４４棟  ３,７２３戸 

 

⑷ 施設の沿革 

周南市では、令和３年８月現在、３,７２３戸の市営住宅等を管理しています。 

このうち昭和４１年から５５年までの１５年間に建設されたものが大量にあるこ

とから、改善・更新時期を分散させるために、計画的な点検や修繕等の維持管理が必

要となります。 

市営住宅等の管理運営については、平成２４年度から指定管理者制度を導入してい

ます。 

 

３ 募集期間 

令和３年９月８日（水）～令和３年９月２４日（金）までに必着 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く、午前８時３０分から午後５時１５分まで） 

応募書類は、提出先まで必ず持参してください。 

また、募集期間終了後は、応募書類の変更及び追加はできません。 

  

４ 質問の受付等 

  募集要項の内容等に関する質問を次のとおり受け付けます。 

 ⑴ 受付期間 

 令和３年８月２５日（水）～令和３年９月３日（金）の午後５時１５分まで 

 

 ⑵ 受付方法 

質問票（別紙１）に記入のうえ、提出してください。 

なお、ＦＡＸ又は電子メールでの提出も受け付けます。 

ＦＡＸ番号：０８３４－２２－８３２５ 

電子メール：jutaku＠city.shunan.lg.jp 

 

 ⑶ 回答方法 

 令和３年９月６日（月）～令和３年９月７日（火）にＦＡＸ又は電子メールで回答
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します。 

５ 管理の条件 

 ⑴ 応募資格 

下記①から④の要件を満たす法人その他の団体（以下「団体」という。）又は共同

体での応募とし、個人での応募は受付けません。 

なお、単独で応募する団体は、他の共同体の構成員となることはできません。また、

複数の共同体の構成員となることもできません。 

①応募書類の提出時において、周南市内に主たる事務所（法人の場合は登記簿上の

本店）を有する団体であること。（共同体の場合は、参加する構成員すべてが市内

に本社を設置していること。） 

②現に５００戸以上の賃貸共同住宅の管理をしていること。（共同体の場合は、構成

員の管理戸数の合計） 

③建築士（施工管理技士も可）が常勤していること。ただし、施工管理技士は、建築、

電気工事、管工事のいずれかの施工管理技士に限る。 

④団体又は共同体及びその役員が次に該当しないこと。 

（ア）法律行為を行う能力を有しない場合 

（イ）破産者であって復権を得ない場合 

（ウ）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項（同項

を準用する場合を含む。）の規定により、周南市における一般競争入札又は指

名競争入札の参加を制限されている場合 

（エ）公募に係る募集期間の初日前２年間で、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けたことがある

場合 

（オ）地方自治法第９２条の２、第１４２条（同条を準用する場合を含む。）又は第

１８０条の５第６項の規定に抵触することとなる場合 

（カ）公募に係る募集期間の初日前２年間で、周南市における指定管理者の指定の

手続きにおいて、その公正な手続きを妨げた者又は公正な価格の成立を害し、

若しくは不正の利益を得るために連合した場合 

（キ）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第２条第２項に規定する暴力団をいう。）又はその構成員（暴力団の

構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しな

い者の統制下にある法人等である場合 

（ク）会社更生法及び民事再生法に基づき更生又は再生手続きをしている場合 
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（ケ）国税、県税、市税（個人市県民税を含む。）を現に滞納している場合 

（コ）本業務を円滑に遂行し、安定的かつ健全な財務能力を有する法人又は団体で

はないと考えられる場合 

 

 ⑵ 指定管理者が行う業務 

指定管理者が行う業務の範囲は、下記のとおりとし、その詳細は、別添「周南市営

住宅等指定管理者業務仕様書」（以下「業務仕様書」という。）で定めるとおりとしま

す。 

①入居者の募集並びに入居及び退去に関する業務 

②入居者の指導及び連絡に関する業務 

③家賃及び駐車場使用料等の収納に関する業務 

④市営住宅等及び共同施設の維持管理及び修繕に関する業務 

※修繕工事等で周南市が実施するものを除きます。 

（実施範囲については協定で定めます。） 

⑤上記に付随する業務 

 

 ⑶ 利用料金制度 

周南市市営住宅等は、利用料金制度を導入しません。 

市営住宅等の家賃、駐車場の使用料等指定管理業務から生じる収入は周南市の収入

であり、指定管理者の収入にはなりません。指定管理者の収入は、募集要項 5⑹で定

めるとおりとします。 

 

⑷ 関係法令の遵守等 

①法令遵守 

管理業務を行うにあたっては、次の関係法令を遵守してください。 

（ア）公営住宅法、同施行令、同施行規則 

（イ）周南市営住宅条例、同施行規則 

（ウ）周南市営改良住宅条例、同施行規則 

（エ）周南市特定公共賃貸住宅条例、同施行規則 

（オ）地方自治法、同施行令、同施行規則ほか行政関係法令 

（カ）労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法令 

（キ）水道法、消防法、建築基準法等 

（ク）個人情報保護法 
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（ケ）周南市個人情報保護条例 

（コ）周南市暴力団排除条例 

（サ）周南市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例 

※市営住宅等の指定管理業務においては、入居者の収納情報や家族構成など重要

な個人情報を取扱うことから、指定管理者及び業務の従事者は、周南市公の施

設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例第１４条の規定を遵守し、個人

情報が適切に保護されるように配慮するとともに、指定管理業務に関し知り得

た秘密をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用することはできません。

指定管理者の指定の期間が満了し、若しくは指定管理者の指定を取り消され、

又は業務の従事者としての職務を退いた後も同様とします。 

※上記（ア）、（オ）～（ク）は、総務省法令データ提供システムにて検索できます。 

https://elaws.e-gov.go.jp 

（イ）～（エ）、（ケ）、（コ）、（サ）は、周南市例規集にて検索できます 

https://en3-jg.d1-law.com/shunan/d1w_reiki/reiki.html 

※その他業務を遂行する上で、関連する法令や技術規範等がある場合は、それら 

を遵守してください。 

②文書管理 

指定管理業務を行うにあたり作成し又は取得した文書等は、適正に管理し、５

年間保存するものとし、指定期間終了時には、周南市に引き渡すこととします。 

③環境配慮 

指定管理者は、業務の実施にあたっては、省エネルギーの徹底と温室効果ガス

の排出抑制に努めるとともに、廃棄物の発生抑制、リサイクルの推進、廃棄物の適

正処理に努めてください。また、環境負荷の軽減に配慮した物品等の調達（グリー

ン調達）に努めてください。 

④施設設備及び物品の維持管理は適切に行ってください。 

⑤施設の運営に関して、必要な情報公開を積極的に行なうことにより、市民、利用者 

の信頼を得るよう努めてください。 

 

 ⑸ 指定の期間 

令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで（５年間）とします。 
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 ⑹ 指定管理料 

①指定管理料の額 

施設の管理（運営）に要する経費に充てるため、周南市は指定管理者に対し指定管

理期間に次の金額を上限として指定管理料を払います。 

指定管理料上限額（５年間）７９３，７８９千円（消費税及び地方消費税を含む。） 

また、市営住宅等の整備状況に変更があったときは、指定管理料の上限が変更にな 

ることがあります。 

 

経 費 主な内容 

人件費① 
従業員の給与等に要する経費(人件費②、③に係る

ものを除く) 

人件費② 
更新工事、保守点検業務（業務仕様書に示す業務）

の執行に係る従業員の給与等に要する経費 

人件費③ 
空家修繕（業務仕様書に示す業務）の執行に係る従

業員の給与等に要する経費 

維持管理費① 

更新工事費（水道メーター満期取替え）、昇降機、消

防用設備等の保守点検費、簡易水道等の法定検査手

数料 

維持管理費② 
随時修繕、緊急修繕・小修繕、草刈、剪定、害虫駆

除、残存物撤去、市営住宅等の維持修繕費 

維持管理費③ 空家修繕 

事務費 
消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、複写機使用料、

手数料等 

 

②指定管理料の支払い 

周南市は、指定管理料として、提案された収支計画書を基に、各会計年度の予算

の範囲で支払うこととします。指定管理料の額は、指定管理者と締結する年度協

定により決定し、指定管理者からの請求に基づき、支払うこととします｡ 

また、具体的な支払額及び支払時期・方法等については、指定管理者と締結する

年度協定により決定します。 
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③指定管理料の精算 

（ア）年度協定により定めた指定管理料に不足額が生じた場合であっても、補填は

行いません。 

（イ）人件費①②及び事務費は、応募時に見積もった額で執行し、余剰金が生じて

も精算による返還は求めません。 

（ウ）人件費③については、応募時に見積もった１件当たりの人件費に実施した件

数を乗じ、余剰金が生じた場合は、年度末に返還していただきます。 

（エ）維持管理費①②は、応募時に見積もった額で執行し、余剰金が生じても精算

による返還は求めません。 

（オ）維持管理費③は、応募時に見積もった額で執行し、余剰金が生じた場合は、

年度末に返還していただきます。 

 

④特別配当金及び指定管理料の減額（令和８年度は、令和９年度以降の指定管理者

として指定を受けたときのみ適用する。） 

（ア）年度決算後の現年度使用料（家賃及び駐車場使用料）の収納率が、現年度基

準収納率（９８．７５％）を０．１％以上、上回った場合は、特別配当金とし

て翌年度の指定管理料に加算して支給します。 

ただし、現年度基準収納率（９８．７５％）を０．１％以上、下回った場合

は、翌年度の指定管理料から減額します。 

〈特別配当金の算定式〉 

当該年度現年度使用料調定額×(現年度収納率－０．９８７５) 

×１０％＝特別配当金 

〈減額の算定式〉 

当該年度現年度使用料調定額×(現年度収納率－０．９８７５) 

×１０％＝減額 

〈現年度基準収納率> 

９８．７５％ 

 

（イ）年度決算後の滞納繰越分使用料（家賃及び駐車場使用料）の収納率が、滞納

繰越分基準収納率（１０．３１％）を上回った場合は、特別配当金として翌年

度の指定管理料に加算して支給します。 

ただし、滞納繰越分基準収納率（１０．３１％）を０．１％以上、下回っ

た場合は、翌年度の指定管理料から減額します。 
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〈特別配当金の算定式〉 

当該年度滞納繰越分調定額×（滞納繰越分収納率－０．１０３１） 

×２０％＝特別配当金 

〈減額の算定式〉 

当該年度滞納繰越分調定額×（滞納繰越分収納率－０．１０３１） 

×１０％＝減額 

〈滞納繰越分基準収納率〉 

１０．３１％ 

※収納率は、小数第２位までとし、小数第３位以下を四捨五入する。 

 

⑤管理業務に要する備品等 

事務所の賃貸料、事務用品（机、椅子、ロッカー等、）管理事務所としての体裁

を確保するために必要な物品及び費用については、すべて指定管理者が用意する

ものとします。 

 

⑥法人税等 

法人格のない団体であっても指定管理者となることで、法人税等の納税義務者

となる場合があります。 

 

 ⑺ リスク分担等に関する事項 

ア 指定管理者の責めに帰すべき事由により、適正な施設の管理運営が困難となった

場合、又はそのおそれが生じた場合は、周南市は、指定管理者に対して改善勧告を

行い、期間を定めて、改善策の提出及び実施を求めることができます。この場合に

おいて、指定管理者が当該期間内に改善することができなかったときには、周南市

は、指定管理者の指定を取り消すことができます。 

イ 指定管理者の財務状況が著しく悪化し、指定に基づく施設の管理運営の継続が困

難と認められる場合は、周南市は、指定管理者の指定を取り消すことができます。 

ウ ア又はイにより指定管理者の指定を取り消された場合には、指定管理者は周南市

に生じた損害を賠償しなければなりません。 

エ 管理業務に関するリスク分担については、「リスク分担表」のとおりとします。 
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項目 内容 市 

指

定 

管

理

者 

1 施設、設備、備品、

資料等の損傷など 

指定管理者による管理の瑕疵によるもの  ○ 

施設の設置に関する瑕疵によるもの ○  

2 管理、運営に係る

事故等による第三者

への損害賠償 

指定管理者による管理の瑕疵によるもの  ○ 

施設の設置に関する瑕疵によるもの 
○  

3 不可抗力への対応 不可抗力（暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、

落盤、火災、騒乱、暴動その他の自然的又は人為的な現

象）に起因する施設修繕、事業中断等による経費の増な

ど 

○ 
 

4 物価変動、金利変

動、税制の変更による

管理運営経費の増 

物件費、物品費等の物価変動に伴う経費の増 

金利の変動に伴う経費の増 
 ○ 

消費税率の変動に伴う経費の増 ○  

法人税その他事業に影響を及ぼす税率の変動に伴う経

費の増 
 ○ 

5 法制度の改正、行

政的理由に伴う事業

内容の変更等による

経費の増 

法制度の改正、行政的理由による施設管理、運営業務に

支障を生じた場合、又は業務内容の変更を余儀なくされ

た場合の経費の増 
○  

6 支払の遅延 指定管理料の支払遅延による新たな資金調達の発生 ○  

指定管理者から業者への経費の支払遅延による延滞金、

違約金等の発生 
 ○ 

7 個人情報の漏洩 周南市の指示若しくは指導の不備又は錯誤によるもの ○  

指定管理者として講ずべき措置の不備又は錯誤、指定管

理者の従業員の不法行為等によるもの 
 ○ 

8 事業終了時の対応

（撤収、施設等の原状

回復、引継ぎ等） 

指定管理業務の期間終了、又は指定管理者が指定期間中

において業務を廃止した場合の事業者の撤収費用  ○ 

9 第三者への損害 管理者としての注意義務を怠ったことにより損害を与

えた場合 
 ○ 

上記以外 ○  

※細目的事項については、協議の上協定で定めます。 

別途協議 
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 ⑻ 事業計画書の提出 

   指定管理者は、指定期間開始に先立ち、当該年度の業務の事業計画書を周南市に提 

  出するものとします。また、事業計画を変更する場合においても同様とします。 

 

⑼ 事業報告について 

ア 毎月終了後、その月の管理の業務に関する事業報告をしてください。 

イ 毎年度終了後６０日以内（指定管理者の指定を取り消されたときは、その取り消

された日の翌日から起算して６０日以内）に、その年度の管理の業務に関する事

業報告を周南市の指定する様式又はその要件を満たす書類によりしてください。 

 

 ⑽ 指定管理者評価制度について 

条例や協定に基づく適切なサービスの実施、業務改善による管理運営の適正化を

図ること等を目的として、指定管理者の評価を実施します。 

 

 ⑾ 公共施設の再配置について 

周南市では、行財政改革をより積極的に推進するため、「公共施設の再配置」に本

格的に取り組むこととしており、この取り組みが進捗した場合は、指定管理期間中に

施設を廃止することがあります。 

その場合において、周南市は、事前に指定管理者と協議を行います。 

 

⑿ その他 

①年度区分 

経理は会計年度（４月１日から翌年３月３１日）ごとに区分します。 

②会計区分 

指定管理業務に係る会計は、法人等の他の事業の会計とは区分して経理してく 

ださい。また、金融機関に専用の口座を開設し、経費及び収入は当該口座を経由 

して行ってください。 

③保険への加入等について 

施設における事故等に備えた対応（保険への加入等）については、火災保険は周

南市が加入しますが、その他業務遂行上必要となる保険への加入は、指定管理者

の負担とします。 

 



 

11 
 

６ 申請の手続き等 

⑴ 提出先 

周南市建設部 住宅課 

〒７４５－８６５５  

周南市岐山通１丁目１番地 周南市役所２階 

電話 ０８３４－２２－８２８２  ＦＡＸ ０８３４－２２－８３２５ 

電子メール：jutaku＠city.shunan.lg.jp 

 

⑵ 提出方法 

持参 

 

⑶ 提出書類 

申請に当たっては、以下の書類を周南市に提出してください。 

①指定管理者指定申請書（様式第 1 号） 

②事業計画書  

・団体概要書（様式第 2 号及び様式第 3 号） 

・応募の動機、意欲（様式第 4 号） 

・公平な使用の確保（様式第 5 号） 

・管理体制等（様式第 6 号） 

・指導育成（様式第 7 号） 

・個人情報の保護体制（様式第 8 号） 

・維持管理及び修繕への対応（様式第 9 号）  

・適正な業務発注、監督・検査等（様式第 10 号）  

・緊急事態への対応（様式第 11 号)  

・収納率の向上策及び収納体制等（様式第 12 号） 

・相談・苦情への対応（様式第 13 号） 

・サービス向上のための取組み（様式第 14 号） 

・管理実績（様式第 16 号） 

・市内での雇用確保 (様式第 17 号) 

③収支予算書（初年度は実行計画、次年度以降は予定計画）（様式第 15 号） 

④経営状況を示す書類（法人格を有しない団体は、これらに類する書類） 

・損益計算書、貸借対照表、財産目録（申請時の前事業年度のもの） 

・収支予算書（申請時の現事業年度のもの） 
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・今後５年間の事業計画書（指定管理者が行う業務に係るものを除く。） 

⑤その他必要書類 

（ア）共同体結成届出書（様式第 18 号） 

（イ）申請資格を証する書類（法人格を有しない団体は、これらに類する書類） 

・登記事項証明書、定款、寄付行為、団体規則その他これらに類する書類 

・団体又は共同体及びその代表者の滞納がないことを証する書類 

（ウ）役員名簿（様式第 20 号） 

周南市が必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがあります。 

申請者は、正本１部と写しを６部提出してください。 

 

 ⑷ 著作権の帰属等 

事業計画書等の著作権は、申請者に帰属します。ただし、周南市は、指定管理者

の選定、決定、公表その他必要な場合には、事業計画書等の内容を無償で使用できる

ものとします。また、提出された書類については、周南市情報公開条例（平成１６年

周南市条例第３６号）の規定により不開示とすべき箇所を除き、開示されることがあ

ります。なお、提出された書類は理由のいかんにかかわらず返却しません。 

 

 ⑸ 費用の負担 

   申請に要する経費は、申請者の負担とします。 

 

７ 審査項目・配点 

周南市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例第６条により審査し、 

候補者を選定します。 

①資格審査 

提出された応募書類は、周南市建設部住宅課において、応募者の応募資格要件

の適否について審査を行います。 

②周南市営住宅等指定管理者候補者選定委員会（以下「選定委員会」という。）によ

る審査選定委員会を設置し、各委員により審査を行います。 

応募者からのプレゼンテーション及び質疑応答を行います。 

③選定基準 

市営住宅等の指定管理者の選定は、提出された事業計画書について、以下の選

定基準により評価します。 
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評  価  項  目 審  査  内  容 

公平な使用 入居者の公平な使用

の確保等 

施設の役割を踏まえた入居者の公平な使用

を確保するための方策 

管理体制及び

管理業務 

管理体制 従業員の適正配置、有資格者の配置、指導

育成計画 

個人情報の保護体制 個人情報の保護に関する措置、研修計画 

適正な管理業務の実

施 

・関係法令及び条例の規定を遵守し、適切な

管理ができること 

・事故が起きた場合の対応策 

・地震、火事、その他災害等の緊急体制と対

策 

・修繕業務の執行体制、業務フロー、発注

方法や監督・検査、緊急事態への対応 

・家賃収納率向上策、相談・苦情への対応 

サービス向上

への取り組み、

経費の節減 

サービスの向上 事務所の位置、窓口の数、窓口利用時間、

独自の提案 

経費の節減 経費の縮減、積算の考え方 

管理実績・安定

して管理を行

うために必要

な経済的基礎 

管理実績 現に管理している賃貸住宅の戸数等 

雇用の確保 周南市内での雇用の確保 

経営の安定性 経営状況の健全度 

 

８ 選定結果の公表 

  選定結果は、指定管理者候補者の決定後、周南市公式ホームページで公表します。 

【選定結果の公表事項】 

 ⑴ 募集要項及び業務仕様書 

 ⑵ 選定委員会設置要綱 

 ⑶ 選定結果 

  ア 選定された候補者の名称・評価点（合計点及び審査項目点）・選定理由 

  イ 参加者の名称 

  ウ 参加者の評価点（合計点及び審査項目点） 

   注：イとウの対応関係は、明らかにしない。ただし、参加者が２社以内の場合は、

特定された指定管理者候補者の評価点のみ公表する。 
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９ 指定管理者の指定手続 

 ⑴ １次審査（書類審査） 令和３年１０月上旬予定 

   申請者には、結果を通知します。 

 ⑵ ２次審査（プレゼンテーション審査） 令和３年１０月中旬予定 

 ⑶ 指定管理者候補者の選定 

 ⑷ 結果通知 

   ２次審査の結果を通知します。 

 ⑸ 指定管理者の指定 

  周南市議会による指定の議決を経て、指定通知書により通知します。（令和３年１２

月下旬の予定） 

 ⑹ 指定の期間を通した基本協定を結びます。 

 ⑺ 各年度当初予算議決後、年度ごとの個別協定を結びます。 

 ⑻ 保証金について 

この協定の保証金については、周南市契約事務規則（平成１５年周南市規則第５

１号）第４８条の規定を準用します。（免除については同条第３項の規定を準用しま

す。） 

 

10 指定管理者の公表 

  周南市公告式条例の規定により公告し、かつ本庁及び各総合支所の情報公開・個人情

報保護の窓口に据え置きます。また、周南市広報及び周南市公式ホームページに掲載し

ます。  

 

11 指定管理準備業務 

  指定管理者として指定された法人等は、サービス水準の維持を図るため、令和４年３

月１日（予定）から令和４年３月３１日の間に、周南市と十分協議のうえ、円滑に移行

できるよう必要な準備を進めてください。  
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12 今後の主なスケジュール 

 

    日    付      内       容 

令和３年 ８月２３日（月） 

   ～ ９月２４日（金） 
募集要項交付期間 

令和３年 ８月２５日（水） 

   ～ ９月 ３日（金） 
質問事項受付期間 

令和３年 ９月 ６日（月） 

   ～ ９月 ７日（火） 
質問事項回答 

令和３年 ９月 ８日（水） 

   ～ ９月２４日（金） 
募集期間（申請書受付期間） 

令和３年１０月上旬（予定） １次審査の実施 

令和３年１０月中旬（予定） ２次審査（プレゼンテーション）の実施 

令和３年１２月議会（予定） 指定管理者の議決 

令和３年１２月下旬（予定） 指定管理者の指定 
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（別紙１） 

質  問  票 

  

周南市長 様 

 

団体名               

担当者名              

連絡先 （電 話）         

   （ＦＡＸ）         

 

  質 問 項 目     質  問  内  容 

   

 

 


